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Ｉ． はじめに　　課題と対象

　「ハタラキタイ，ハタライテヒトトツナガリ　イキテイル　 ヨ回コ ビヲ　 ツ

カミタイ」　　 この言葉は，重度の脳性マヒで強い言語障害をもつ障害者が，

在宅の生活をつづげる汰かで労働への強いねがいを全身からふりしぽるように
　　　　　　　　　　ユ）
して語ったものである。ここには，「働く」ことの意味が「人とつながる」こ

とにあり ，それが生きる喜びであるという労働観がはっきりと示されている 。

人問の本質が杜会的諸関係の総体にあること，そして労働こそが人問発達の源

泉であることを明らかにしたのは，周知のとおりマルクスとユソゲノレスであ っ
２）

た。 この理論に導かれた「発達保障」の立場から，障害がどんたに重くても，人

問としての豊かた発達をめざして「働きたい」という障害者の願いや「働かせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
たい」という家族の願いから生みだされたものが，「共同作業所」なのである 。

　障害老の共同作業所つくり運動の出発にあたり ，全障研（全国障害者問題研究

会）の田中昌人氏は，その意義について以下のように述べている 。

　「この運動においては，障害者の働くことの必要性を
‘‘

企業におげる職務遂

行能力
’’

の有無だげにおいてみているのではありません。国連の障害者の権利

に関する宣言なとが認めているように，障害の種類や程度等にかかわらずすべ

ての障害者にとっ て， 働くことと学ぶことは生涯にわた って
‘‘

本人の能力を可

能たかぎり十分に発達
’’

させていくために必要不可欠なこととしてとらえ，そ

の実現のために取組んでいるのです。しかもその取組みを国民各層の共通た利

益， 国民全体の根本的利益の実現をめざす課題と結ぴ，反民主主義，反障害者

的な攻撃や鑑乱を許さないものとして進めているところに重要な特色がありま
４）

す」
。

　ここには，共同作業所づくり運動が，第１に，障害の種類や程度をこえてす

べての障害者の働く権利を保障する運動であること，第２に，国民諸階層と結

んだ杜会運動の一つとして統一戦線の運動であること，という民主主義の運動

の評価点が示されている。本稿は，この２点を分析視角として，（１）共同作業所

づくりをめざす運動がどのようにして起こり発展してきたのか，（２）この運動が

既存の行政に対してどのような変革をせまり ，そして福祉の考え方について何
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
を提起しているのか，を明らかにすることを課題とする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　１９８１年の国際障害者年（Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｙｅａｒ　ｏｆ　Ｄ・ｓａｂ１ｅｄ　Ｐｅｒｓｏｎｓ）を契機に，わ

が国においても障害者の存在が国民的課題としてクローズアッ プされたことは

事実であろう 。しかしながら，スローヵソのｒ完全参加と平等」は，とりわけ労

働権の保障という点で不十分なままにとどまっ ているといえる。例えば，１９８１

年に設立された吉備松下（株）にはじまる「第３セクター方式」による障害者雇

用政策が，個六の対策を十分講じ。ても就職できないｒ重度」の障害者を対象と

することをうたいながらも，実際には　般雇用で通用する職業能力上は「軽度」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
の障害者を一ヶ所に集め効率的に活用するものであ ったこと，があげられよう 。

こうした政策をとっ た結果，ｒ第３セクター方式」などによる助成金を利用する

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９５２
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ことができた大企業の身障者雇用率はやや改善されたものの，職業能力の点で

　般雇用が実際上困難な「ちえおくれ」たとの重度重複障害者がとり残された

ままになったのである。それゆえ，福祉政策の検討にあたっては，「援助を真

に必要とする人びと」が誰であり ，必要な援助がどのようなものであるのか ，

また，「民問の自由な活動」を保障することと「国民の福祉」を増進すること
　　　　　　　　　　　　　　　　８）
は二者択一の関係にあるのかどうか，という点が明らかにされなけれぱならな

い。 「口本型福祉杜会」をめぐるかかる論点について，本稿で検討する共同作

業所づくり運動は，最も重度の障害者を対象とし，無認可から出発した民問の

自主的活動であるという点で，明快な解答を与えていると思われる 。

　わが国の福祉政策の特色は，福祉水準の全般的た低位性とともに，対象者の

選別性にみることができる。例えば障害者対策においても，身体障害者，精神

薄弱者，精神障害者を峻別し，差別的対応をしている。その典型が，１９６０年に

制定された身体障害者雇用促進法であった。すべての障害者の雇用保障をめざ

す障害者関係団体の運動にもかかわらず，７６年の改正法においても，精神薄弱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
老等は法律の対象とされなかったのである。さらに，１９８３年のＩ　Ｌ　Ｏ第１５９号

条約において「すべての種類の心身障害者」の雇用機会均等が定められている
　　　　　　１０）
にもかかわらず，１９８７年の法改正にむげて，身体障害者雇用審議会（白井泰四郎

会長）は，精神薄弱者についてこれまでどおり法律の雇用義務の対象外におく
　　　　　　　　　　　　　　　１ユ）
とする意見書を提出したのである。わが国においてみられる，国際杜会の動向

と逆行したこのような障害者の選別への固執は，何を意味するのであろうか？

近代日本におげる障害児教育の特質として，ｒ
‘‘

無用”を転じて国家の為の
‘‘

有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１…）

用’’ となすというイデオ ロギー」の存在が指摘されているが，今目のわが国の

障害者雇用政策においても，資本のために有用かどうか，国の負担を節約でき

るかどうかという点が第一義におかれて，障害者の選別が行なわれていること

を示しているのである。したがって，かかる福祉政策の考え方に対して，すべ

ての障害者の労働権を保障することをめさす共同作業所つくり運動は，真正面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
に対時する運動であると位置つげることができよう 。

（６９６）
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１）共同作業所全国連絡会編『働くなかでたくましく』全国障害者問題研究会出版

　部，１９７９年，１６べ一ジ 。

２）例えば，Ｇ．クラ ップ『マノレクス主義の教育思想』（大橋精夫訳）御茶の水書

　房，１９６１年などを参照 。

３）ｒ共同作業所」と口乎ぱれるもののたかには，無認可の小規模障害者作業所だげ

　でなく ，認可された身体障害者通所授産施設や精神薄弱者授産施設（通所）など

　が含まれている。ちなみに，１９８６年度の地方自治体による補助対象の作業所数は

　１，１５５ケ所であり ，精神障害者の共同作業所（全家連１９８５年度調査１９７ケ所）およ

　び地方自治体立の法外事業を含めると，小規模障害者作業所が全国で１，５００ケ所

　を越えることは必至とされている（『共作連 ニュース』Ｎｏ・７７．１９８６年９月２５目）。

　１ケ所平均１０名前後の利用人員としても，１万５，０００人からの障害考がこうした

　作業所を利用していることになる 。

４）ｒ共作連 ニュース』Ｎｏ
．１．１９７７年１１月１５日

。

５）本稿はまた，障害者の雇用問題を間うことが，目本における「労働」や「福祉」

　のあり方についての反省をせまるものであることを自覚している。秦安雄氏は ，

　ｒ共同作業所の実践や運動の成果は，人問にとっ て労働とは何であるか，その本

　質をあらためて浮き彫りにしている」と述べている（『共作連第１回全国集会報

　告集』１９７８年，１４べ一ジ）。

６）国連は，１９８２年から１９９１年までの１０年間を国際障害者年の行動計画実現の１０

　年としており ，１９８６年はその折り返し点であり ，「中間年」にあたる 。

７）拙稿ｒ巨大企業の障害者雇用と “福祉”」（三好正巳編著『現代目本の労働政

　策』青木書店，１９８５年所収），および「第３セクター方式による障害者雇用政策

　について」（『障害者問題研究』第４２号，１９８５年８月）を参照 。

８）臨調「行革」路線の展開のもとで，１９８１年７月の臨調第１次答申においてｒ援

　助を真に必要とする人びとには，暖かくまた十分な福祉サービスを提供」すると

　しながら，１９８３年３月の最終答申では，「国民の福祉のため真に必要な施策は確

　保しつつ，同時に民間の自由な活動を十分に保障する最小限のものでなけれぱな

　らない」として，福祉に対する政府の責任が免罪されている（臨時行政調査会Ｏ

　Ｂ会編『臨調と行革　　２年問の記録』文真舎，１９８３年，２５９ぺ一ソ，３６６べ一

　ジ）。

９）拙稿ｒ目本におげる障害者雇用政策の今目的展開」『立命館経済学』第３２巻５

　　・６号，１９８４年２月，１３０ぺ一ジ以下 。

１０）　 Ｉ　Ｌ　Ｏ ，１９８３年の職業リハビリテーショソ及び雇用〔心身障害者〕に関する条

　約（第１５９号）と同勧告（第１６８号）。

１１）『赤旗』１９８６年７月２１日付
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９７）



ユ８８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

　１２）西田美昭ｒ近代目本におげる障害児教育の特質」（東京大学杜会科学研究所編

　　『福祉国家』第６巻，東京大学出版会，１９８５年），３１２ぺ一ジ 。

　１３）１９７４～７５年世界同時不況以降のわが国のｒ安定成長」下で，ｒ企業杜会」へ向

　　げての生存競争は激化し，大企業の労働組合が資本に一方的に協力する関係が生

　　　まれるなかで，「低成長下の住民運動の停滞」（三宅明正 ・庄司俊作ｒ現代杜会運

　　動の諸局面」『講座目本歴史』第１２巻，東凪大学出版会，１９８５年，２２０ぺ一ソ）と

　　いう事態が指摘されている。換言すれぱ，「人問の尊厳（Ｈｕｍａｎ　Ｄｉｇｎｉｔｙ）」（沼

　　　田稲次郎「杜会保障の思想」沼田他編『杜会保障の思想と権利』労働旬報杜 ，

　　１９７３年，２８べ一ジ以下）が失なわれる過程でもあったこうした状況のなかにあ っ

　　　て，驚くべきスピートで発展しつつげる共同作業所つくり運動について，杜会運

　　動としての意義を確定することは，今目の目本においてｒ福祉」の問題を考える

　　　うえでとりわげ重要であると思われる 。

皿． 共同作業所づくり運動の誕生

　（１）　「ゆたか共同作業所」のなりたち

　はじめに，戦前戦中の障害者の状態について，「ゆたか共同作業所」の創設

にかかわった浦辺史氏は，次のように述べている 。

　「障害者は『不具廃疾』とよぽれ，学校や職場から無能力者として疎外され ，

生涯を杜会の底辺でひかげぐらしの運命でした。めくら ・おし ・白痴 ・低能 ・

かたわ ・び っことさげすまれ，その数すら調査されることもなくその出現率は

男性は２０才の壮丁検査までわかりませんでした。小学校令３３条にはｒふうて

ん・ はくち ・不具 ・廃疾又は貧窮の者は就学を免除」され，教育をうげること
　　　　　　　　　ユ４）
ができませんでした」 。

　杜会の底辺で「ひかげぐらし」の生涯を送らなけれぽならないようなこうし

た状態は，戦後の民主的改革を経た後も，重度の障害者についてはほとんと変

わることはなか った。「ゆたか福柾会」の西尾晋一氏は，１９６０年代後半の障害

老をめぐる状況について以下のように証言している 。

　「 ‘‘

ちえおくれ
’’

や‘‘脳性マヒ
’’

の重い人，重症心身障害者の人たちは，『早

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９８）
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く死ぬ』『長くは生きられたい』と宣告され，‘‘生存さえ免除”される状泥でし

た。 義務教育も保障されず，障害の軽い人が数少ない障害児学級や養護学校へ

就学していただげで，あとは
‘‘

就学猶予
’’‘‘

就学免除
’’

されて，家庭や施設に

おかれていまＬた。施設の数も少なく
，‘‘育成 ・訓練”‘‘更生 ・杜会復帰

’’

の可

能な者が対象とされ，そこでは
‘‘

劣等処遇”が当然のこととされていました 。

身障手帳をもらっ ても，何の恩恵もありません。福祉は，‘‘お上
’’

にお願いし

て授けられるものであり ，『人の世話にならたけれぱ生きられない障害者は ，

世問の人に愛される障害者であれ』と教えられていました。つまり ，その当時

は， 未だ日本国憲法の理念も，それにもとづく
‘‘

医療
’’‘‘

教育 ”‘‘福祉
’’

の制度

　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
も， 障害者には及んでいなかったのです」 。

　このような状況に対して，障害をもつ子どもの親たちが，教師と手をつなぎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
立ちあがったのである 。１９６０年代前半の「特殊教育」振興策により ，名古屋市

内にも８０をこえる「特殊学級」が設置され，その半数におよぶ中学校の「特殊

学級」か毎年多くの卒業生を送りだすようにな った。おりからの「高度経済成

長」で若年労働力が不足するなかで，労働力流動化の対象として心身障害老が

位置づけられたこともあ って，ｒ精神薄弱」者のなかでも資本が要求する職務

に適応すると思われる者は　般企業に受げ入れられたが，しかし，障害が重く ，

職務に適応しない中度 ・重度の「ちえおくれ」障害者は，資本の採算に合わな

いために，卒業しても就職てきないまま家庭で保護されていた。また，行政の

側でも名古屋市，愛知県の事業として職業訓練の場，授産施設なとはほとんと

皆無にひとしい状態であ った。こうしたたかで，特殊学級の担任や「南区手を

つなく親の会」の代表らが，通所授産施設の必要性を痛感し，「自分たちで何
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
とか子どもの働く場所をつくろうと思いたった」わけである 。

　１９６７年６月に，目本福祉大学の教員の参加もえて通所授産施設「豊職業セソ
　　　　　　　　　　　　　　１８）
ター」設立準備会が発足している。しかし，すぐに杜会福祉法人の認可をうげ

ることがむつかしいことから，東京にある杜会福祉法人「いたる臨床発達指導

セソター東海支部設立準備会」という彫で別名を「宅古屋クットウィルエ場」
　　　　１９）
として開設，南区の中小企業（片山起業会杜）の一角５０坪の建物を借用し，輸出

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９９）
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用のドラム楽器の組立の下請作業を開始したのが，１９６８年３月であ った。７名

のｒ特殊学級」卒業生と２名の地域で家庭に保護されていた「ちえおくれ」の

仲問と，杜会福祉系大学卒の２名の指導員で出発，生産の質量ともにすはらし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
い伸びを示し，１０ケ月で１２名の仲問と４名の指導員集団をもつまでにたった 。

ところが，１年もたたたい１９６９年２月１目に，親会杜が取引先の事情から突然

倒産し，工場も仕事も奪われ路頭に迷うことになったのである。ｒ子どもたち

は喜んで毎目仕事にゆき，のびのびと仕事に励んでいる。この職場は失いたく

ない」という親の基本的な要求，障害者の「働きたい」という要求をもとに ，

倒産した翌目から，父母，指導員，仲問たちが一体とな って，関係官庁に工場

の公共性を訴えるとともに当面，土地と建物を提供せよという要求を出したり ，

仕事をさがしに走りまわったりするなかで，「働く場の保障を権利として要求

し， その実現には運動が必要であること」が目的意識的に追求されることにた
　　２１）

った。こうして「ゆたか共同作業所」づくりの
‘‘

運動”が始まっ たのである 。

　この時の合い言葉であった「親会杜が倒産すると自分たちも倒産するような

工場ではなく ，もっと多勢の人びとに支えられた名実ともに共同の作業所を建

設していこう」というス肩一カソのとおりに，運動の輪を外に向かって広範な

人びとへと広げ，全障研愛知支部，愛障懇（愛知県障害者間題懇話会），目杜職組

（目本杜会事業職員組合）愛知支部，杜会福祉系大学の学生，医師なと多くの団

体や個人に広げていったのである。たかでも，名古屋中小企業家同友会が，た

だたんに慈善事業的に資金や仕事を提供するのではなく ，「ゆたか共同作業所」

の事業の意義を理解し，それを運動として発展させていくという立場から職場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
づくりに参加したことが大きな支えとな っプことされている。名古屋中小企業家

同友会の常任理事でゆたか共同作業所設立準備会代表であった今井保氏自身も ，

朝鮮戦争後の鉄工業界の不況のなかでパージをうけて失業し，職場がないとい

うことで非常に苦労した経験から，「雇ってくれる人がいないので職場を作る

しかないという発想に立ちまして現在の共同機械製作所を発足させた」（傍点
　　　　　　　　　　２３）
は引用者）と述べている。このような経験が，ゆたか共同作業所づくり運動に

生かされていったのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７００）
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　１９６９年３月１４日付の「ゆたか共同作業所蓮設趣意書」に書かれた以下の言葉

が， この運動の性格をよく示している 。

　「このゆたか共同作業所は今日心をよせあつめている１０数名の子と親たちだ

けのものでなく ，広く心身障害者の為の希望にみちた作業所へ発展させるべき

であり ，その必要性，有益性を立証する実践の場であり ，又杜会一般の無理解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
を啓蒙する一つのセソターでありたいと思います」 。

　したかっ て， 共同作業所設立のための資金は，１口５万円の出資とカソパに

よることとし，２００万円の出資金と８０万円のカソパを集め，また，１７杜にのぼ

る企業家が仕事の依頼を申し出るなかで，４杜の下請けをすることにより連作
　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
して倒産しないようにＬたのである 。作業の種類は，¢鋳物中子づくり（木枠に

化学調合された砂をつめこみ炭酸ガスをかげ固める作業），　熱処理前行程作業（ミシ

ソとか自動車用の約５０種類の部品を熱処理前の段階で針金でしぱる作業），　銅パイ

プ折曲げ加工（５ｍの銅パイプを切断し面敢りして各種の型に曲げ，その両端にプラグ

を取りつげる作業），　イソターホソの部品加工（ハソダ付，ゴム足付，ターミナル
　　　　　　　　　　　２６）
取付など）の４種類であり ，軽作業中心で納期にもゆとりがあ って，障害者の

職業能力にマッ チしたものであ った 。

　このようにして，「ゆたか共同作業所」は，公的な援助をなんらうけること

なく ，個人の発起から出発して巾ひろい運動として組織され，個人および関係

諸団体の協力共同の事業として進められたのである。すなわち，ゆたか共同作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
業所設立運動が，「柱１本もちよっ て日本一の工場をつくろう」のあいことは

のもとに，職員，仲問，親が結集して多くの人六に理解と協力を訴え広めてい

ったように，共同作業所づくり運動はその出帥こおいて「杜会運動」として白

らの存立基盤を自覚したのである 。

　（２）障書者の立場にたつ共同作業所つくり

　名古屋グ ッドウィノレエ場での１０ケ月の実践のなかでは，様々た間題もおこっ

ている。たとえば，中 ・重度のｒちえおくれ」の障害者も立派に働けることが

証明されるなかで，親会杜から，合併して本杜の精薄部門としてやった方が将

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０１）
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来性があるという合併案が執ようにもちかげられている。これに対して，企業

側の労働力不足解消を目的とした合併論であるとしてその本質を明らかにし ，

「一企業の中で生産ノル刊こしぱられ障害者自身を中心にすえたい，又，仕事

を優先させる経営方式には断固反対」して「障害者の状態にあわせて作業配置 ，

スケシ ューノレを組んだ」結果，作業中のテソカソ発作の数が激減した事例や ，

転職を重ね病気がちであった仲問がすばらしい出勤率をはこるようになった事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
例が生まれていったことが報告されている 。

　また，名古屋グ ッドウィノレエ場の運営をめぐっ ても，倒産を契機に６人の運

営委員のなかで意見の対立が顕在化している。それは，「今後の職場は営利追

求の株式組織にし，利潤をあげる 。この方針は障害者の福祉（発達）を阻げるも

のではたい」という考え方であり ，「知恵おくれということがわかれば仕事が

もらえたい」というように差別を是認しそれをかくそうとするものであ った 。

こうした利潤第一の考え方は，「障害者の人問としての基本的な権利を保障し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
ていく」という立場を基調とする実践のなかで克服されていったのである 。

　このように，名古屋クットウィノレエ場から新たな共同作業所つくりへの展開

のなかで，「対象者を中心とした作業環境をつくりだしていくなら，もっと広

範な働らげないものとされている障害者も障害の種別をこえて働らく喜びを味
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
わえる場がつくれるという点を教訓として確認」（傍点は引用者）するところま

で， 運動は発展したのである。そうして，「ゆたか共同作業所」では，「障害者

を作業所の主人公として位置つげ，人問にとっ て“働くということ
’’‘‘労働の

保障の大切さ
’’

と， 障害老の集団的労働を通しての人問的発達を追求する実２
３１）

践」が展開されていくことになったわげである 。

　こうした運動の質的転換をもたらした背景にかんして秦安雄氏は，一方で ，

職員集団が全障研運動に参加し，発達保障の理論を学ぶなかで「労働を基本的

人権としてとらえ，すべての障害者の労働保障をめざして，自覚的，意識的に

とりくむ」ことがより明確にされたこと，また他方で，目本杜会事業職員組合

に加盟し，「施設労働者としての生活と権利を守る連帯の環の刺こはいってい

き， 諸活動の中心的役割を担う職員集団になっていった」ことをあげ，このよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０２）



　　　　　　　　　障害者共同作業所づくり運動と福祉政策（上掛）　　　　　　　　 １９３

うな職員集団の組織こそが「ゆたか共同作業所」発展の大きな条件であったと

　　　　　　３２）
指摘されている 。

　（３）　自治体への要求運動と社会福祉法人化

　しかしながら，「障害者共同作業所」の第１号として「ゆたか共同作業所」

が出発した頃の障害者運動のなかでは，こうした取り組みは理解されず，自主

的な運動のなかからも　「行政の肩がわりではないか」ｒ障害老を搾取するもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
ではないか」という疑問が出されるような状況であった ・

　ゆたか作業所は，その設立当初からｒ
‘‘

ゆたか
’’

のようなところは本来は自

治体が責任を持つべき」ことを主張してきたが・行政当局はすぐには関心を示

さたかった
。１９６９年７月の第１回自治体交渉では・「若いのにごくろうさん」

という答えだけで存在さえ無視され，７０年２月の第２回交渉では・「個人が勝

手にやっていること
，市は協力のしようがたい」という回答…年１２月の第３

回交渉で，民生局長からｒゆたかさんには感謝しています・市がやら鮒れば

いけないことをやってみえる。具体的な助成の方法はありませんが
・福祉法人

にされれぱまた方法が考えられるのだが」との発言があり ，初めて福祉法人化

の方向が自治体の側から提案されたのである。このような対市父渉の流れの中

で， またこの時期の経済不況のあおりで仕事量が半減し，ゆたか作業所を維持

することさえ困難な状態が生まれ，「
‘‘

ゆたか
’’

の問題は
‘‘

ゆたか
’’

だげでは

解決できない」として，「政治との関連の中で
‘‘

ゆたか
’’

を考え１政治の中で

　‘‘

ゆたか
’’ の問題を解決していく」方向が明らかにされてきたのである 。そう

して，１９７１年５月の第４回自治体交渉では
，４月に行なわれた市議会選挙で野

党の議席が保守党の議席を上まわるという杜会情勢の変化のもとで・「市のい

きとどかたい部分を熱思のある指導員を中心にがんぱっている」として評価さ

れ， 懸案とな っていたプイクロバスの車検の費用については市が責任をもつ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
法人化されるまでの問の助成も考える，という成果を得たのである ・

　　杜会福祉法人化については，法人化を
‘‘

ゆたか
’’

がめざす「最終的な目的」

　とせずにｒ作業所を永続させるひとつの運動の段階」としてとらえ・通過点と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０３）
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　して活用する方向を示している。そして，行政が法人認可に必要な面積８０坪に

対する増築分の費用２００万円（名古屋市１５０万
，愛知県５０万円）を助成することで

，

ゆたか共同作業所は，１９７２年２月より ，定員２０名の「杜会福祉法人ゆたか福祉
会・ 精神薄弱者授産施設（通所）」となったのであ２５１法人認可によつ

て， 措置

費や補助金が支給され・職員の身分もある程度保障され，公共的な施設として

経営面でも安定するなどの「公的基盤」ができ，ここを窓口として今後の諸活

動が展開しやすくなるメリヅトがあ った。しかしたがら，杜会福祉法人授産施

設は・◎厚生省の管轄で・保護の立場をとり障害者をひとりの労働者としてみ

なさず・杜会保険等もなくなるなど働く権利が認められないこと，◎１８才以上

の「精神薄弱」者が対象であり ，年齢に達しない者，「繕神薄弱者」の認定をさ

れなかった者は入所できないこと，たとの問題を含んでい落。したがって，主
体的条件がたいのに共同作業所が法人認可だげを追求すると

，人事権や運営へ

の行政の介入をまねき・民問の自主的運動体として築いてきた「あらゆる障害

者の労働権を保障する」という内容を後退させることにたりかねたいのである
。

　認可施設化にともない，それまで一緒に働いてきた仲問のうち入所できない

人がでたり ・周囲にも作業所に入りたいという人が増えたこともあ って ，１９７２

年４月に無認可で，２番目の「みのり共同作業所」を開所している。そして ，
１９７３年４月の革新市長誕生を経て，「すべての障害者に働く場と生活の保障を

めざして」署名運動を展開し，同年１０月に身障，ちえおくれの人たちを含めて

「精神薄弱者通所授産施設 ・みのり共同作業所」（定員２５名）として認可されて

いる。さらに，この時期，「障害の重度化 ・重複化」の傾向が顕著になるなか
で， 第３の施設づくりの取り組みを開始し，７５年６月に「障害者の人問らしい

生活をめざす施設つくりの会」を結成し，名古屋の主た障害者の団体や親の団

体が参加するなかで，７６年４月に無認可で「なるみ共同作業所」を発足させ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
そして同年１２月に認可をうげている

。

　以上のように，障害者の労働権保障をめさして自主的運営をはじめたｒゆた

か作業所」から，障害の種別を越えることを自覚的に追求したｒみのり作業

所」，そして障害のより重い人たちの労働の保障をめざした「なるみ作業所」

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０４）
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へと，共同作業所づくり運動は発展してきたわけである 。

１９５

　（４）　小　括

　障害者共同作業所づくりは，以上に述べてきたように，外へ向けての杜会運

動として誕生したのであ った。したが って，地域杜会でのニュース（ｒゆたか福

祉会広報』）の発行をはじめ，その実践を広く杜会へと知らせ，共同作業所につ

いての情報を共有する課題を担っているといえよう 。「ゆたか」ｒみのり」両作

業所の７年問の実践をまとめた報告集が，１９７５年７月に『ゆたか福祉会年報』

第１号として出版されている。そこでは，たんら行政的援助のないなかでｒ障

害者の人問らしい生活と発達の保障」をめざして「苦難の歴史」を積み上げて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
きたなかから，「基本的な問題」として次のことが明らかにされている 。

　第１に，障害者の働く場を保障するとりくみに始まり ，「労働」を発達の保

障と生活の保障をめざす権利としての思想に高める実践にとりくんできたこと 。

　第２に，作業所の主人公は利用者である「仲間たち」であるという立場に立

ち， 仲間集団の徹底した話し合いを常に基礎とし，行動するなかで一人一人の

仲間の要求：自已主張を引き出し，大切にすることを通して自治を確立しつつ

その実現をめざしてきたこと。そして，作業所の役割を時間内での生活で終わ

りとせずに，仲問の全生活とかかわりながら，家族と手をとり合い，共に学ぴ

変革する立場に立ったこと 。

　第３に，作業所は，障害者と家族の人並に働きたい働かせたいという要求 ，

職員の生きがいのもてる仕事をしたいという要求をもとに，それを杜会運動と

して展開するなかでつくりだされてきたのであるから，「作業所はみんなのも

のだ」という共同財産，共同責任としての理念を打ちたてたこと。そのなかで ，

作業所運営に直接的に責任を負う職員集団が，討論 ・学習 ・行動のたかで仲問

と対等平等の人問関係を確立し，共に学ぴ育ちあう立場と，指導し援助すると

いう専門的↓場とを統一して実践にとりくむなかで，集団としての発展に努力

し， 民主的運営をめざしたこと 。

　第４に，障害老の隔離，保護のための施設づくりに反対し，障害者が杜会の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０５）



１９６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

一員として人問らしく生活し発達していくための地域に開かれた，民主的地域

杜会づくりの一環としての障害者のための施設づくりを押しすすめたこと 。

　第５に，障害者問題を障害者，家族のみの問題とすることに反対し，企業家

団体，労働組合をはじめ各種の団体個人に訴え，共に行動し学ぴあうことを通

し国民すべての間題とするなかで正しく前進していく ，という立場にたったこ

と。 そして，障害者問題を行政や政治の場に押しだし，障害者＝国民の立場に

立つ行政や政治の変革にも積極的にとりくんできたこと 。

　以上である。すなわち，◎障害者の労働権保障をめざす，◎作業所の主人公

としての障害老の全面発達を追求する，　作業所運営のカナメとしての職員集

団の発展と民主的運営をめざす，＠地域杜会づくりの一環としての施設づくり

をめさす，◎障害者問題を国民的課題として提起する，という考え方であ った 。

　これらは，その後の共同作業所づくり運動のなかに受げ継がれ生かされてゆ

くことになる。例えぱ，在宅障害者の労働を保障することは，障害者個人の発

達のみならず家族全体の生活保障につたがるとした「あさやげ作業所」（東京

都小平市，１９７４年６月），家から通って働げる作業所がほしいという要求から出

第１図　共作連加盟作業所数と開所年の関係
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　　　　　　　　　　　開所年度
（出所）共同作業所全国連絡会『加盟作業所 ・施設実態調査報告書』（共作連第４

　　次調査，１９８３年１０月実施），１８ぺ一ジ 。

　　　　　　　　　　　（７０６）
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発した「ひかり園作業所」（滋賀県長浜市，１９７４年２月）や「こぶし共同作業所」

（栃木県宇都宮市，１９７５年４月），　般に「働げない」とされてきた重度のちえ遅

れ障害者にも働く場所と適切な指導があれぱ，働く仲間の集団の中でいきいき

と豊かな人問性を発揮してゆくとしたｒ草笛共同作業所」（静岡県小笠町，１９７５

年１０月），すべての人問を受げ入れることをめざした「すずめ共同作業所」（高

知市，１９７５年１１月），府立与謝の海養護学校を設立し民主的地域づくりをすすめ

てきた京都北部で，学校教育終了後の障害者の労働，生活，発達など諸権利を

総合的に保障する場として公立公営のｒ労働 ・生活施設」を要求するたかでは

じめられた「峰山共同作業所」（１９７５年６月）をはじめ，「大宮共同作業所」

（１９７５年２月），「宮津共同作業所」（１９７６年３月）などというように，１９７５年ごろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
からつぎつぎに共同作業所が誕生してい ったのである（第！図）。

１４）ｒ共作連 ニュース』Ｎｏ．６２．１９８５年６月２５目 。

１５）西尾晋一ｒゆたか福祉会の事業と実践」ｒ賃金と杜会保障』Ｎｏ・９４５・１９８６年９

　月上旬号，４２ぺ一ジ 。

１６）　目教組特殊学校部などの要求運動により１９５６年に公立養護学校整備特別措置法

　が成立，翌年から養護学校への国庫補助，特殊学級への開設補助がなされるよう

　にな った。そして，１９５９年の中教審ｒ特殊教育の充実振興についての答申」にも

　とつき，文部省は，ｒ肢体不自由養護学校増設５ケ年計画」（１９６０年度を初年度と

　し未設置県の解消を目標とする），ｒ特殊学級増設５ケ年計画」（１９６１年から計

　３，９１６学級の増設を目標とする）に乗り出した。また，１９５２年には精神薄弱児育

　成会（手をつなぐ親の会）が結成され，親 ・教師を中心とする持続的な運動がは

　　じめられていた 。

１７）清水寛 ・秦安雄編ｒゆたか作業所』ミネルウァ書房，１９７５年，７６～７８へ一ソ 。

１８）１９６７年は，全国障害者問題研究会（全障研）およぴ障害者の生活と権利を守る

　全国連絡協議会（障全協）が結成された年であり ，障害者福祉運動におげる画期

　的た年であ った 。

１９）『ゆたか共同作業所で働く伸問たち（Ｉ）』，１９７０年７月（がり版印刷），１２べ一

　　ジ 。

２０）前掲『ゆたか作業所』，７９へ一ノ。

２１）　同上，９４～９６ぺ一ジ 。

２２）　同上，９８～１００べ一ジ 。

２３）１９８３年７月２目，今井保：氏のヘレソケラー福祉賞受賞パソフレットより 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０７）



１９８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

　２４）『ゆたか福祉会１５年のあゆみと事業の概要』１９８４年，７ぺ一ジの写真複写によ

　　る 。

　２５）前掲『ゆたか作業所』，９９べ一ジ 。

　２６）前掲『ゆたか共同作業所で働く仲問たち（Ｉ）』，１５ぺ一ジ 。

　２７）『ゆたか福祉会年報第１号』，１９７５年，１ぺ一ジ 。

　２８）前掲ｒゆたか共同作業所で働く仲間たち（Ｉ）』，１４べ一ジ 。

　２９）　同上，１４～１５ぺ一ジ
。

　３０）　同上，１５ぺ一ジ 。

　３１）西尾，前掲論文，４２ぺ一ジ 。

　３２）秦安雄ｒ障害者の発達と労働』ミネルヴ ァ書房，１９８２年，３０べ一ジ 。

　３３）西尾，前掲論文，４２ぺ一ジ 。

　３４）以上は，ｒゆたか共同作業所で働く仲問たち（皿）』１９７１年９月（がり版印刷）
，

　　３０～３１ぺ一ソ，およひ前掲『ゆたか作業所』１０５～１０９ぺ一：■ 。

　３５）前掲『ゆたか作業所』，１１４～１１５ぺ一ジ
。

　３６）　同上，１１６～１１７ぺ一ジ
。

　３７）西尾，則掲論文，４３～４４べ一：■。

　３８）前掲ｒ年報第１号』，１～３ぺ一ジ 。

　３９）秦，前掲書，６２～６６べ一ジ。各作業所の開所年月目については，『共作連第９

　　回全国集会報告集』（１９８６年）の３３０べ一ジ以下の年表を参照
。

皿． 共同作業所づくり運動の発展と福祉政策

　（１）共同作業所全国連絡会の設立

　１９７０年代後半の障害者の雇用をめぐっ ては，一方で，１９７６年の身体障害者雇

用促進法の改正を求める障害者団体の運動と，他方で，より重度の障害者を対

象とした共同作業所づくり運動の急激な高揚とによっ て特徴づげることができ
４０）

る。 当時の共同作業所つくりのとりくみは，全国で５０ヶ所を越え，準備中のと

ころを含めると１００ケ所を越えるまでに発展していた。こうしたなかで，１９７７

年８月，全国障害者間題研究会第１１回全国大会が名古屋において開催されたと

きに，６都府県の１６の作業所が参加して，共同作業所全国連絡会（共作連）が

結成されている。このことは，共同作業所づくり運動が，ネ ヅワークづくりの

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０８）



　　　　　　　　　障害者共同作業所づくり運動と福祉政策（上掛）　　　　　　　　　 １９９

ためのいわぱナショ ナノレセソターをもっ たことを意味している 。

　共作連結成の背景として，事務局長の鈴木清覚氏は，「無認可ゆえの財政困

難， 仕事の確保，専従職員の確保をはじめ，発達を保障する労働内容の検討 ，

認可をめぐり共同作業所の理念や内容を一層発展させていく課題，また認可後

の労働組合運動と経営の発展の問題なと様々な課題がこの運動の発展の前に横
　　　　　４１）
たわっていた」と述べている。このような課題について，各地の作業所での実

践や運動の成果をもちより ，交流し，深めあうことを通して共同作業所づくり

運動の一層の前進を図ることを目的とし，全国で共通した課題での統一した運
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
動をすすめ，要求実現にとりくんでいったのである 。

　共作連の結成が，「多くの困難をかかえた重度障害児の学校卒業後の進路に

悩む親，教師をはじめ関係者をはげまし，希望と勇気を与え，明るい展望をし
　　　　　　４３）
めす灯とたった」ことは，その後全国各地に共同作業所がつぎつぎに設立され

てきた事実カミこれを証明している。ちなみに，共作連発足当初の１９７７年の加盟

作業所数は１６ケ所にすぎたかったが，１９８０年には９７ケ所，１９８３年には１５６ケ所 ，

そして今目では２６３ケ所（１９８６年５月現在）にまで達し，わずか８年９ケ月で

１６．４倍という急速な伸びを示している。また，地域的にみても全国的規模でひ

ろがりをみせており ，結成当初は栃木 ・東京 ・埼玉 ・愛知 ・滋賀 ・京都 ・大阪

・広島 ・高知など約１０都府県にとどまっ ていたのが，現在では４０都道府県に設

置されるまでに至っている。さらに，法内施設への移行もすすみ，２９の杜会福

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
祉法人を有し，法内施設も３９ケ所にな っている 。

　（２）無認可作業所の制度化要求

　共作連は，結成当初より「無認可共同作業所に対する国庫補助制度の確立」

を中心に，政府および国会への要求運動にとりくんできた。なかでも，第１次

（１９７８年）から第９次（１９８６年）にわたる国会請願運動には，最大限の力が注が

れている（第２図）。 第１次から第３次の国会請願は，共同作業所への補助金制

度化を身体障害者雇用納付金の活用を含めて労働省と厚生創こ要求し，この他

障害者福祉の制度改善を含めて１０項目を併記するものであ ったが，第４次以降

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０９）



２００　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

は， ○小規模障害者作業所に対　　　　　第２図共作連国会請願署名数

しての国庫補助の早期確立，◎　　
（署名数）　　　　　　　　　　　　 ６０８ ．４２１

　　　　　　　　　　　　　　　　　６０万
授産施設など既存の障害者施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　５０万への障害の異なったものの共同

利用，の２項目にし凄って政府　　 ４０万　　　　　　　　　　　
３８９ ’２９８

（厚生省中心）に交渉し，各政党　　　　　　　　　　 ２４３ ．８３６

　３１２ ・８００

　　　　　　　　　　　　　　　　　３０万
との懇談会をもっ てきた。この　　　　　　　　　

２３１ ・８３４

結果，参議院においては１９８１年　　 ２０万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８３ ・３８４１１７
，３１５

の第４次請願以降，毎年全会一　　　　
７５ ・ｏｏｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ万

致で採択がなされてきたが，衆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第第第第第第第第第
議院においては，法内施設の最　　 （年度） 衰　衰　衰　巽　妾　委　妄　尖　妾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８）（７９）（８０）（８１）（８２）（８３）（８４〔８５）（８６）

低定員２０名を割っている小規模
　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）ｒ共作連第９回全国集会報告集』ユ９８６年，３１ぺ

作業所の認知や，障害種別をこ　　　　　 一ジ 。

えての共同利用は，現行法（身体障害者福祉法，精神薄弱者福祉法）にそぐわない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
という理由で，５年問保留されつづげてきたのである 。そして，９年にわたる

運動のすえに，１９８６年５月２０目，ついに衆 ・参両院におげる同時採択を実現さ
　　　　　４６）
せたのである 。

　こうした運動の成果として，関連施策 ・制度の改善も図られている。例えぼ ，

身体障害者通所授産施設が単独で設置できることにな ったこと（１９８０年４月） ，

通所授産施設の定員が３０名から２０名に改められたこと，在宅障害者デイ ・サ ー

ヒス事業が創設されたこと（１９７７年４月），また，精神薄弱者通所援護事業の国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
庫補助の交付対象が着実に伸びていること，などである 。

　また，他方では，地方自治体への補助金制度の確立を求める要求運動があわ

せてすすめられた。その結果，結成当時には，京都府（１ヶ月１人にっき２４，０００

円， 府％ ・市町村％），愛知県（月額１２万円，県％ ・市町村％），東思都（２０名以上年額

　　　　４８）
３３９万円ほか）たどにしかたかった地方自治体の補助金制度は，１９８０年までに約

８割の自治体で確立され，１９８５年には，４７都道府県中，山梨，高知，徳島の３

県を除いてすべて補助金制度を持つにまで発展し，これに対して国の対応のお

　　　　　　　　　　　　　　　　（７１０）



　　　　　　　　　障害者共同作業所づくり運動と福祉政策（上掛）　　　　　　　　 ２０１

　　　　　　　　　　　　　４９）
くれが指摘されているのである。ちなみに，先の３都府県の１９８５年度補助金額

は， 京都府（月額１人３６，ＯＯＯ円，重度加算９，ＯＯＯ円），愛知県（１０人に対して職員１人

月額１５３，０００円，２人目から月額１０４，０００円），東京都（通所授産Ａラソク年額７００万円

　　　　　　　５０）
ほか）とな っている 。

　この制度の内容については，利用の対象者を精神薄弱者のみに限定したり ，

補助対象団体の窓ロー本化たどの間題点が指摘されている。なかでも，例えぱ ，

１人あたり月額で１万円（三重県）と５万円（滋賀県），１ケ所あたり年額で３８

万円（秋田県）と７５０万円（東思都１９８６年）というように，補助金制度の自治体

問格差の存在が問題とた っている。しかも，地方自治体独自のこうした制度も ，

地方ｒ行革」がおしすすめられるもとで，これ以上の財政負担が困難にた って
　　　　　　　５１）
きたとされている。政府が「民間活力」やｒ地域福祉」を強調するのであれぱ ，

なによりもまず無認可共同作業所への補助金制度を国家の責任において確立す

るべきであろう 。共作連では，「我々の当面のねがいは，国において本格的た

施設制度を確立せよと主張しているわげでなく ，多くの困難をかかえつつ，や

むにやまれずとりくんでいる実態をふまえこの無認可小規模作業所への国の補

助金制度の確立をねがっているものであり ，杜会事業法や現行行政と直接には
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
大きた障害とたるものではない」として，その要求の正当性を主張している 。

　（３）　「自エ論」と福祉政策

　１９８６年４月に障害基礎年金が引き上げられたが，７月に厚生省は，在宅障害

老や老人ホームなどの施設との「公平」をはかるとして，障害者施設の費用を

新たに利用老本人と扶養義務者からの２本立て方式で徴収することを決めてい
５３）

る。 この政策の背景には，「活力ある福祉杜会」の実現のためには施設をなる

べく利用させたいようにすることにより ，福祉の対象者の自立を醸成すること

が不可欠である，とする福祉観が存在している。この政策に対して，年金や作

業工賃などのわずかた収入から徴収し，障害者の自立に必要な生活資金すらお

びやかすものであること，また，扶養義務者からも徴収するという考え方は ，

障害者に生涯にわたって家族の負担による生活を余儀なくさせるもので，かえ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７１ユ）



２０２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

って障害者の自立をはぽむものであることが指摘され，「成人になっても障害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
者の自立を認めたいのか」という怒りの声があがっている。ここにみられるよ

うな，施設での「福祉的就労」は自立ではなく「般雇用」につくことが自立

であるとする，臨調「行革」路線のもとで政府の求める自立＝相互扶助論とは

全く異なる「自立論」が，障害者運動の中からも提起されている 。

　重度障害者の労働権保障を軸とする共同作業所づくり運動において，理論的

実践的問題として，「自立とは自分で働いて，自分のお金で自分なりの目標や

めやすをもって自分の判断と責任，自分で考えて，毎目の生活をつくっ ていく

こと」という内容の自律をすべての障害者に確立することが，今日的課題とし
　　　　　　　５５）
て求められている。障害者の自立の問題は，「親なきあとの生活」というかた

ちで以前から間われてきたが，障害の重さゆえ，また，作業所が通所形態をと

っていることから親＝家庭まかせにされてきた問題であった。そして今目では ，

障害者の高齢化や障害の重度化 ・重複化がすすむなかで一層切実た問題にな っ

ている。それは，親と一緒にな って，障害者の家庭での生活を自立的な方向へ

向げ，杜会参加を保障し，権利の主体者となるという人問的自立，すなわち障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６）
害者の主体形成の課題として間われているわけである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）
　さらに，政府はまた，「長寿杜会に即した新しい杜会経済システムの建設」

を強調して福祉の切り捨てを追求するのであるが，これとは別の立場からも ，

ハンデ ィキャッ プを負った人たちを目常の市民生活のたかで支えて「自らが努

力すれぱ生活しやすい杜会をつくる」ために，経済のメカニ ズムに犬きな修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
を加える必要があるという意見が主張されている 。

　以上のようた障害者の自立と経済メカニ ズムの修正という論点にかかわる事

例として，１９８３年４月に開所したゆたか福祉会の「リサイクノレみたみ作業所」

（身体障害者通所授産施設，定員３０名）のとりくみをあげることができよう 。ここ

では，名古屋市内で分別収集された空ビソや空カソを受げ入れて，用途別に選

別・ 整理し，各々の関係先へ買い敢ってもらうという事業を行たっている。こ

れは，これまでの授産施設，共同作業所におげる作業内容を大きく変えるもの

で，
「‘‘

資源再利用
’’‘‘

ミの減量
’’‘‘

環境問題　と障害者の働く場の創造を結び

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１２）



　　　　　　　　　障害者共同作業所づくり運動と福祉政策（上掛）　　　　　　　　２０３

つげたとりくみ」であり ，地域住民と障害者問題の結ぴつきを一層強めること
　　　　　　　５９）
になったのである。この事業は，名古屋市職労清掃支部のよぴかけにはじまり ，

保健委員，地域住民，障害者団体の参加を得て，名古屋市当局の積極的理解の

もとに，３年問の様々な運動の結果，第！号の実験工場として実現している 。

この運動を通して，ｒ労働運動（自治体労働者のたたかい）と障害者運動がこれま

での協力依存関係ではなく ，対等平等な立場から共同のとりくみとして運動を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
本格的に展開」したはじめての経験が生まれたとされている 。

　また，同時に開所した「つゆはし作業所」（精神薄弱者通所授産施設，定員３０名）

ては，家庭の「廃食油」を回収して原料として「無公害 ・天然粉石げん」を製

造し，地域杜会で販売している。この事業には，琵琶湖をきれいにする運動の

なかで生まれた「マノレダイ石げん」の技術提供をうげ，これを通じて障害者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
杜会的自立と高い工賃の保障をめざしている 。

　このようたリサイクルや環境問題という地域杜会の生活と密接につながった

共同作業所づくりの経験は，さらに，仕事おこしの実践として，「自主的 ・民

　　　
．　　．　　．　　．　　．　　○　　○　　．　６２）

主的に財政力をもつ集団」（傍点は原文）を彬成する必要性を教えている。すた

わち，政府が求める在宅福祉中心の安あがりの「地域福祉」と，「地域の民主

化」と結ひついた自主的な共同作業所つくり運動という対抗関係のなかで，障

害者の自立を支える制度を杜会的に保障することが今目の福祉政策における重

要な課題として問われているのである。そうした方法のひとつとして，住民が

自主的に共同作業所をつくっ た場合に出資した分を免税にするという考え方が ，
　　　　　　　　　　　　　　６３）
池上惇氏によっ て提起されている。また，共作連では，１９５５年のＩ　Ｌ　Ｏ　ｒ障害

者の職業更生に関する９９号勧告」にもとづいて，先進諸国の多くで制度として

確立されている保護雇用制度を要求している。勧告は，「賃金および雇用条件

に関する法規が労働者に対して　般的に適用されている場合には，その法規は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４）
保護雇用のもとにある障害者にも適用すべきである」として，労働者一般と諸

権利が平等であるべきだとしている。しかしながら，本稿でみてきたように ，

わが国では障害者が「福祉的就労」の対象として福祉施設の利用者として位置

づげられてきたために，労働者としての諸権利は与えられていない。それゆえ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５）
障害が重度であってもｒ障害者の職業能力を見いだしかつ発達させること」が

必要なのであり ，そのための杜会制度が確立されたげれぱならないのである 。

　以上のように，共同作業所づくり運動が「自発性にもとづく新しい共同体づ

くり」であったとするたらぽ，この運動は，「自律した個人の杜会的連帯」によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６）
る「人問の解放」をめざすという杜会福祉の課題を提起しているといえよう 。

４０）共同作業所の設置運動が急遠に展開してきた背景について，以下の諸点が指摘

　されている（共作連基本問題研究会報告書『共同作業所づくり運動のい っそうの

　発展をめざして』１９８０年８月，１～２べ一ジ）。 ¢わが国の成人期障害者対策が

　あまりにも貧しく ，とりわげ重度障害者 ・重複障害者 ・精神障害者およひ障害の

　種類の異った考の共同利用の可能な労働分野と生活分野を併せもった施設は，法

　内事業としては全く整備されていない状態であ ったこと。◎既存の障害者施設の

　多くが，管理主義のもとで運営され，入所者およぴ家族 ・関係者全体の意見や考

　え方が反映される機構になっておらず，また事業体の発展のみに専念し，障害者

　の総合的権利保障を実現していくという視点が欠落していたり，地域の障害者運

　動との連携がたいなどの面で不安や疑問がいだかれたこと。　地域での障害者の

　権利保障運動が発展するなかで，障害者自身のｒ働きたい」ｒ友だちがほしい」

　という要求，家族のｒ何んとか働かせたい」という要求が強く主張されるように

　なり ，こうした個々の要求が組織化されたこと。＠障害児の教育権保障運動が

　１９７０年代に大きく発展し，１９７９年度からの養護学校義務化が展望されるなかで，

　教育権保障に続く避げることのできない障害児学級卒業後の進路間題がにわかに

　クローズア ップしたこと。　精神障害者に対しても，医療機関以外の地域におげ

　る杜会福祉的な性格をもっ た施設の必要性が強く求められてきたこと。＠地方自

　治体による補助金制度が１９７０年代後半に急速に実施されるようになり ，また補助

　額の面でもかたり高い水準に達している自治体も少しづつ増加したこと。¢共同

　作業所を開設するにあたっては，法制上の限定や条件に合致する必要はなく ，そ

　れぞれの条件に応じて比較的簡易に設置しやすいという特性をもっ ていたこと 。

４１）『共作連ニュース』Ｎｏ．１．１９７７年１１月１５目 。

４２）『共作連第１回全国集会報告集』（１９７８年），９～１０ぺ一ジ 。

４３）鈴木清覚ｒ共同作業所全国連絡会（共作連）の運動」（児島美都子編『障害者

　雇用制度の確立をめざして』法律文化杜，１９８２年），２８２べ一ジ 。

４４）前掲，共作連基本問題研究会報告書，４～５べ 一ソ。共作連は，これまでに６

　回の実態調査を行っており ，今日では，約３，６００人の障害者と１，０００人を超える

　職員を結集している（第３図）。 また，入所者のうち７０％は，身体障害者雇用促

　　　　　　　　　　　　　　　　（７１４）
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第３図　共作連調査にみる入所者数 ・職員数
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注１）職員数には，非常勤も合めてい乱
注・）第・次調査時の社会福祉法人認可施設（・・ケ所）の平均入所者数は３５・４人 ・

　　平均職員数は１・．・人（…人中非常勤が・・人）であり ・無認可施設１８５ケ竺の平

　　均入所者数は１…人・平均職員数は３・８人（６１９人中芒常勤が１６５人）でのる 。

（出所）ｒ共作連第９回全国集会報告集』１９８６年，３４９ぺ一ソより作成 。
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　　　　　　　　　　　　　　第４図　入所者障害別実態
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　　　　　　　　　（資料）共作連第６次実態調査（１９８５年ユ０月現在）による
。

　　進法から除外されたｒちえお／れ」ｒ精神障害」である（第・図）。
そして，共同

　　作業竺は・ 無認可の場合１ケ所あた１入所者数が約１・人というように
，小雛で

　　あるがゆえに，障害の種別をこえ，地域においてさまざまな障害者の要求を受げ

　　 とめる「混合型」の利用がなされているのである（同報告書
，１・ぺ一ジ）。

４５）共作連『第・次国会請願署名 ・カソ ー１学習資料』・…年・月，１～。べ一ジ 。
４６）その結果・・…年１・月・日の参院予算委員会において，下村泰氏の質問７こ答え
　　た斎藤厚相は，ｒ身体障害者の就労，生きがいの場として小観模作業所は非常に
　　役に立っており ・来年度予算で助成措置を行うための要求を出している」と述へ

　　ている（『目本経済新聞』１９８６年１０月７目付）。

４７）前掲，共作連基本問題研究会報告書，６～７へ一ソ 。
４８）『共作連ニュース』Ｎｏ・２．１９７８年２月２８日

。

４９）『第１０３国会参議院杜会労働委員会会議録』第１号，１９８５年１１月１４日，１９ぺ一
　　ジ。 その後，山梨，徳島で実施されたので，未実施県は高知県のみとなった 。
５０）ｒ共作連第９回全国集会報告集』，３５２～３５３べ一ジ

。

５１）前掲，共作連基本問題研究会報告書，１３べ一ソ 。

５２）同上・１７べ、第…国会において，共作連のｒ小規模障害者作業所への助
脚＝豊する請願書」が衆 ’参両院で採択された繰１…年度予算厚生省概算要

　求が注目されていた。従来の精神薄弱者通所援護事業（児童家庭局障害福祉課
，

　　１ケ所７０万円を１７７ケ所）に加え，新観に在宅重度障害者通所援護事業（杜会局

　更生課，１ケ所７０万円を１００ケ所）と緒神障害者小観模保護作業所助成（保健医

　　　　　　　　　　　　　　　　（７１６）
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　療局精神保健課，１ケ所８０万円を９６ケ所）を概算要求したが，全国に約１，５００ケ

　所以上ある小規模障害老作業所のうち助成の対象とな ったのは総計で３７３ケ所で

　あり ，補助単価の低額さ，団体補助交付方式の形態をとっ たことなど間題を残し

　ている（ｒ共作連ニュース』Ｎｏ．７７．１９８６年９月２５日）。

５３）精神薄弱者援護施設等は従来より扶養義務者から徴収していたが，今回の費用

　徴収基準のｒ改正」によっ て， 例えぱ年収が７４，ＯＯＯ円（年２４万円までは授産就労

　控除），年金月額６４，８４５円の障害者の事例では，本人徴収月額５，４００円，扶養義

　務者徴収月額は，入所３年未満の場合８，Ｏ００円，入所３年以上の場合２０，１５０冊こ

　なると試算されている（『共作連ニュース』Ｎｏ．７４．１９８６年６月２５目） 。

５４）『赤旗』１９８６年７月２目付。なお，ｒ長寿杜会に向かって選択する」と題した

　１９８５年版『厚生白書』は，国民は長い人生を過ごす過程でさまざまな 二一ドに直

　面する可能性を有しており ，これに応じたサーピスを提供するのが杜会保障制度

　であるから，「杜会保障は今や救貧対策ではない」として，ｒ負担者と受益者の生

　活上の均衡という観点から受益老に受益の程度に応じて負担を求めていくことを

　原則とし」，「受益者の コスト意識を喚起し，サービスの必要に乏しい者の参入を

　抑制し，必要の高い者に十分たサーピスの提供を行う」としている（１５ぺ一ジ）。

　そうして，１９８６年度予算案とともにはじまっ たｒ補助金カ ット」ｒ徴収金の改訂」

　「老人保健法の改悪」などのｒ福祉全面見直し」のなかで，ｒ従来の施設収容偏重

　から，在宅福祉の重視への転換」が打ち出されたのである 。

５５）前掲，共作連基本問題研究会報告書，５１べ一ソ 。

５６）同上，５２～５４べ一ジ。したがって，親から別居することを自立だとする単純な

　親＝敵論とは異なっている。また，制度論としても，作業所のようなｒ福祉的就

　労」の彬態はもちろん，様々な身辺自立的ｒ生活指導」を中心とする生活施設で

　の生活をも含めてｒ自立」を考えること，すなわち労働権を中軸とする障害考の

　権利の総合的保障が課題となっているといえよう 。

５７）『厚生白書』１９８５年版，１４べ一ジ 。

５８）伊東光晴『転換期の目本経済』（ＮＨＫ市民大学）、日本放送出版協会，１９８５

　年，１０６～１１６ぺ一ジ。そこでは，「オムロソ太陽」を例に，今日の科学技術の発

　展のもとで，マイクロコソピュータを利用して重度身障者の残存機能を補い，１

　人当たり労働生産性を健常者と同一水準にし，ｒ自ら働いて自分の生活を支える」

　というｒ新しい福祉の思想」が提起されている。しかしながらそれは，身体障害

　者を対象としている点で（したがって労働生産性を健常者と同一にすることに力

　点が置かれている），共同作業所づくり運動が提起したすべての障害者の働く権

　利を保障するという福祉思想とは異なる 。

５９）　リサイクルみなみ作業所職員集団『障害者の新たな働く場の創造をめさして』

　　　　　　　　　　　　　　　　（７ユ７）
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　　１９８４年１２月，１べ一ジ 。

　６０）　同上，６ぺ一ジ 。

　６１）西尾，前掲論文，４６ぺ一ソ。つゆはし作業所も，「家から安心してかよえる作

　　業所がほしい」という母親３人が，初めは民家の四畳半から出発し，６年間職員

　　　とともに無認可作業所としてのあらゆる困難をのりこえて認可施設化を実現した

　　　ものである 。

　６２）池上惇『民主主義目本の憲章』大月書店，１９８３年，８４べ一ジ 。

　６３）池上惇ｒ減税と地域福祉の論理』三嶺書房，１９８４年，ｖぺ一ソ。そこでは ，

　　　「人間として生きがいのある生活を創造しようとするならぱ，税負担を軽くして ，

　　桔症を尭麦寺る，というｉら各壷南走シ三÷二を求めるようにたる」（ｉＶぺ一ジ
，

　　傍点は原文）とされている 。
　６４）　Ｉ　Ｌ　Ｏ，１９５５年の障害者の職業更生に関する９９号勧告，Ｖ皿（引用は，国際障害

　　　者年推進会議編『国際障害者年　国連 ・海外関係資料集』全国杜会福祉協議会 ，

　　１９８３年，１１６ぺ一ジ。ただし訳文はｒ身体障害者」とたっているが，勧告の内容

　　　上からｒ障害者」とあらためた）。

　６５）　同上，Ｘ（同上，１１７べ 一ジ）。

　６６）池田敬正『日本杜会福祉史』法律文化杜，１９８６年，１０ぺ一ジ，２１べ一ジ 。

ＩＶ．むすびにかえて

　共同作業所にも円局不況の影響がおよひ，仕事がない目が続いたり ，また廃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７）
品回収で集めた古新聞の単価が切り下げられるなどの事態が報じられている 。

こうした困難な状況のなかでも，共同作業所の職員のなかには，大卒で７～８

万円の賃金で頑張っている人たちが少なからずいる。な畦だろうか。共同作業

所づくりには，重度障害者の労働権の保障という新たな理念を自分たちの手で

確立し，実践している創造の喜ぴがあり ，運動を広げていく杜会的連帯のなか

で， 障害者が発達し，親が変わり ，職員が成長し，地域住民が変わるという ，

人問が発達することを体験する喜びがあるからではないかと思われる 。

　以上にみてきた共同作業所つくり運動の歴史は，杜会から仕事を与えられな

かった境遇を逆転させ，自らが仕事をつくり出してきたとりくみを外へ広げて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１８）



　　　　　　　　　　障害老共同作業所づくり運動と福祉政策（上掛）　　　　　　　　２０９

いく杜会運動としての発展の過程であ った。そして，そのためには，自治体労

働組合をはじめ多くの団体と手を結ぴ，民主的た地域杜会をつくることが不可

欠であるとする・いわぼ自分たちの手で福祉杜会を作りあげるという発想を持

つにいたったのである 。つまり ，行政から排除されたものが，行政を変え，新

たな福祉理念を作り出してきたという歴史の弁証法をみることができるのであ

る。 われわれは，塩田庄兵衛氏がいわれるように，「運動の成果として人問の
　　　　　　　　　　　　　　　　　６８）
変革がすすみ・杜会の進歩があ った」という関係を，共同作業所つくり運動に

おいてもはっきりと確認することができたのである
。

　そして・国際障害者年行動計画（１９８０年１月３０日採択）の次の言葉は，日本の

未来にたいして警鐘を鳴らしているように思える。と同時に，この一節こそ ，

障害者問題の真の性格が何であるかをわれわれに啓示しているのではなかろう

カ・

　「杜会は・全ての人々の二一ズに適切に，最善に対応するためには今なお学

はねはならない・杜会は・一般的な物理的環境，杜会保健事業，教育，労働の

機会・それからまたスポーツを含む文化的 ・杜会的生活全体が障害者にとっ て

利用しやすいように整える義務を負っているのである。これは単に障害者のみ

ならず・杜会全体にとっ ても利益となるものである。ある杜会がその構成員の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６９）
いくらかの人々を閉め出すような場合，それは弱くもろい杜会なのである」

。

　　６７）ｒ赤旗』１９８６年９月１９目付，および『朝日新聞』１９８７年１月２１目付
。

　　６８）塩田庄兵衛『目本杜会運動史』岩波書店，１９８２年，２８１ぺ一ジ 。
　　６９）国際障害者年行動計画（１９８０年１月）の第６３項（引用は，前掲ｒ国際障害者年

　　　国連 ・海外関係資料集』，１４べ一ジ）。

　〔追　記〕

　　 「身体障害者雇用促進法一部改正案」要綱について平井労相より諮問されていた身体障害者雇

　用審議会（白井泰四郎会長）は・その螢・同法の対象者を身体障害者のほかに精神薄弱者，精神

　障害者にまで拡大して，すへての障害者を対象とし，法律の名称も「障害者の雇用の促進等に関

　する法」に変更するという答申を出している。しかしながら，依然として精神薄弱者については
、

　雇用を義務づげるのではなく ，雇用率を計算するさいにその対象に加えるというだけにとどま
っ

　ている（ｒ赤旗』ユ９８７年１月２２目付）
。

（７１９）




